
 
第１０回神奈川県安全性向上委員会 

 

 

議事次第 

 

 

                              日時：平成 24 年 12 月 14 日（金）14:00～16:00 
                                場所：横浜国道事務所大会議室 

 

１． 開 会 
 

２． 挨 拶 
 

３． 議 事 

 
１） 委員会目的と経緯 

２） 事故ゼロプランの進捗報告と追加確認 

３） 事故ゼロプランの進め方ルールの再確認 

４） 早期の事故対策効果確認手法 

５） 自転車空間整備の取り組み 

６） 通学路の安全とゾーン３０の取り組み 

 
 
 ４．閉 会 
 
        資 料 

○資料－１ 神奈川県 安全性向上委員会 
○資料－２ 参考事例集 

 
参考資料 

○参考－１ 設立趣意書 
○参考－２ 規約 

 
その他資料 

○委員名簿 
○座席表 
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参考－２ 

神奈川県安全性向上委員会規約 

（名称） 

第１条  本会議は「神奈川県安全性向上委員会（以下、「委員会」という）」と称する。 

（目的） 

第２条  委員会は、神奈川県内の安全性向上について、公正・中立的な立場から、交通事故 

特性の分析、要対策箇所の選定及び要対策箇所の事故対策の立案を行い、これらを 

公表し、道路利用者の理解・協力ならびに注意喚起を図ることを目的とする。 

（所掌事項） 

第３条  委員会は、前条の目的を達成するために、以下の事項について実施するものとする。 

（１） 交通事故特性の分析 

（２） 要対策箇所の選定方針の立案及び、選定方針の修正並びに要対策箇所の選定 

（３） 要対策箇所の事故対策の立案、整備効果の検証 

（４） その他必要な事項 

（構成） 

第４条  委員会は、別紙に掲げる委員で構成する。 

２ 委員の追加・変更は、委員会の承認を要するものとする。 

（第三者性） 

第５条  委員は、委員会の目的に照らし、公正・中立な立場から特定の行政機関及び特定 

利害関係者等の利害を代表してはならない。 

（委員の任期） 

第６条  委員の任期は、委員会の所掌事項を完了するまでとする。 

（委員長） 

第７条  委員会には委員長をおくものとする。 

２ 委員長が職務を遂行できない場合は、予め委員長から指名する委員がその職務を代 

理する。 

３ 委員長は、必要に応じて委員以外の関係者の出席を求めることができる。 

（委員会の運営） 

第８条  委員会は、委員長の発議に基づいて開催する。 

２ 委員会は、委員会の運営にあたり必要な資料等を事務局に求めることができる。 

（守秘義務） 

第９条  委員は、個人情報など公開することが望ましくない情報を漏らしてはならない。 

（委員会資料の公開） 

第１０条  委員会に提出された資料は、公開の対象とする。 

（事務局） 

第１１条  事務局は、国道交通省関東地方整備局横浜国道事務所交通対策課に置くものとする。 

（その他） 

第１２条  この規約に定めるもののほか必要な事項は、その都度審議して定めるものとする。 

また、本規約の改正等は、本委員会の審議を経て行うことができるものとする。 

付則    この規約は、平成１８年１１月２０日から施行する。 

 



神奈川県安全性向上委員会 委員名簿 

 

◎ 東洋大学 国際地域学部  国際地域学科 教授   岡村 敏之 

（社）神奈川県安全運転管理者連合会 専務理事  舛甚 英俊 

（財）横浜市交通安全協会 常務理事       島田 晴規 

（社）川崎市交通安全協会 専務理事       小田 忠信 

（社）神奈川県トラック協会 専務理事      石橋 廣 

（社）神奈川県タクシー協会 専務理事      会田 辰三郎 

（社）神奈川県バス協会 常務理事        山崎 利通 

国土交通省 関東地方整備局 横浜国道事務所長  森  勝彦 

国土交通省 関東地方整備局 川崎国道事務所長  石井 武 

国土交通省 関東地方整備局 相武国道事務所長  田村 央 

神奈川県警察本部交通部交通規制課長       津村 優介 

神奈川県安全防災局安全安心部くらし安全交通課長 小林 仁 

神奈川県県土整備局道路部道路管理課長      関矢 博己 

横浜市道路局道路部長              高木 勇一 

川崎市建設緑政局担当理事            金子 正典 

相模原市都市建設局土木部長           古川 交末 

東日本高速道路株式会社 関東支社  
京浜管理事務所長               上倉 勉 

中日本高速道路株式会社 東京支社 保全・サービス事業部 
道路管制センター 交通管制チームリーダー    沢本 直樹 

首都高速道路株式会社 神奈川管理局 
調査・環境グループ 課長           小川 隆 

◎ 委員長 

                          （敬称略）
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第10回 神奈川県 安全性向上委員会
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１．委員会の目的と経緯

１.１ 委員会の目的と事故ゼロプラン

１.２ 委員会経緯

１.３ 前回の委員会の審議結果

１.４ 本日の委員会の審議内容

１.１ 委員会の目的と事故ゼロプラン

１.２ 委員会経緯

１.３ 前回の委員会の審議結果

１.４ 本日の委員会の審議内容

1



１．１ 委員会目的と事故ゼロプラン

・国土交通省は平成22年8月に「政策目標評価型事業評価」を導入し、「成果を上げるマネ
ジメント」として、『事故ゼロプラン』を開始しました。

『神奈川県安全性向上委員会』は、交通事故対策について、様々な分野の方々からの
意見をお伺いし、「要事故対策箇所の選定」「事故対策の立案」「対策結果の確認（フォ
ローアップ）」について検討することを目的としています。

「神奈川県安全性向上委員会」の目的

「事故ゼロプラン」

事故ゼロプランのポイント

【選択と集中】
・事故対策区間を選定し、重点的に対策推進

【市民参加】
・アンケートによる意見反映
・市民協働による対策実施
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１．２ 委員会経緯

アンケート調査（平成22年11月）アンケート調査（平成22年11月）

第６回委員会（平成22年10月）第６回委員会（平成22年10月） 【事故ゼロプラン取組み開始】
事故対策箇所抽出方法について
アンケート調査方法

県民が考える交通事故の重要指標
（子供事故・死亡事故・歩行者事故）

第７回委員会（平成22年12月）第７回委員会（平成22年12月）

事故ゼロプラン公表(主な事故危険区間)事故ゼロプラン公表(主な事故危険区間)

H22H22年度年度

H23H23年度年度

H24H24年度年度

事故危険区間の決定

第８回委員会（平成2３年10月）第８回委員会（平成2３年10月）

第９回委員会（平成24年2月）第９回委員会（平成24年2月）

第10回委員会（平成24年12月14日） 本日の委員会第10回委員会（平成24年12月14日） 本日の委員会

今後の事故ゼロプランの進め方
地域連携による交通安全対策取組み
過去の事故対策フォローアップ

事故ゼロプラン進捗状況確認
ＰＤＣＡサイクルの方針
新たな事故危険区間（追加箇所）報告

「事故ゼロプラン」を議題とした委員会経緯
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１．３ 前回の委員会の審議結果

■事故ゼロプランについて
•「ＰＤＣＡサイクル」のＣ（評価）について、事故危険区間からの卒業判定として
の安全性確保は、「具体に箇所毎に評価」するのが望ましい。

•事故データの取得に時間がかかるため、「早期の対策実施箇所の効果の確
認方法、課題確認方法」を検討する必要がある。

•事故の要因分析や対策の効果評価を行う場合には、「沿道施設の開業状況
などを併せて検討」するのが望ましい。

■地域連携事例の紹介、スマートドライバー事例（首都高）紹介
•地域連携として対策の周知とマナーの向上を併せて行うのが望ましい。

■歩行者、自転車安全対策
•幅員のない箇所での自転車、歩行者、車の安全対策が課題である。
•自転車通行環境整備する上で、自転車の利用実態を踏まえ通行しやすい環
境を整備していくことが重要である。
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事故対策効果の早期確認手法と具体事例を紹介します。

１．４ 本日の委員会の審議内容

「事故ゼロプラン」の進捗報告と追加箇所

事故ゼロプランの進め方ルールの再確認

早期の事故対策効果確認手法

県内の「事故危険区間」の対策進捗状況を報告します。
年次更新(追加)する「事故危険区間」の承認について議論していただきます。

ＰＤＣＡサイクルに沿った進め方を確認します。
対策完了箇所のチェック手法について審議していただきます。

今後の予定
次年度の委員会開催時期と予定をお知らせします。

新たな自転車走行空間整備施策について紹介します。
自転車空間整備

通学路安全に関する取り組みを紹介します。

通学路の安全、ゾーン30の取り組み紹介
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２．事故ゼロプランの進捗報告と追加箇所

２.１ 神奈川県事故ゼロプラン

２.２ 事故ゼロプランの進捗状況

２.３ 今年度の事故危険区間追加箇所

２.１ 神奈川県事故ゼロプラン

２.２ 事故ゼロプランの進捗状況

２.３ 今年度の事故危険区間追加箇所
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２．１ 神奈川県事故ゼロプラン

神奈川県事故ゼロプランにおける事故危険区間の抽出方法 （Ｈ２２年委員会）

・神奈川県の幹線道路を対象に、「事故データ」および「地域の声（アンケート結果）」より、
事故危険区間（636区間）を選定。（H22年 第７回委員会）

・事故危険区間の中から、主な事故危険区間（53区間）を公表。（H22年12月）

7

事故データによる抽出
・死傷事故率100件/億台km以上
・死亡事故発生

事故データによる抽出
・死傷事故率100件/億台km以上
・死亡事故発生

地域の声による抽出
・地域要望
・公安委員会からの指摘

地域の声による抽出
・地域要望
・公安委員会からの指摘

事故データによる抽出
・死傷事故率 ワースト500
・県内に多い交通事故特性 ワースト50
(追突・右左折・二輪車）

事故データによる抽出
・死傷事故率 ワースト500
・県内に多い交通事故特性 ワースト50
(追突・右左折・二輪車）

事故危険区間（636区間）の選定事故危険区間（636区間）の選定

地域の声による抽出
・重要と考える事故の種類

地域の声による抽出
・重要と考える事故の種類

地域の声による抽出
・ヒヤリハット区間

地域の声による抽出
・ヒヤリハット区間

主な事故危険区間（53区間）の選定主な事故危険区間（53区間）の選定

県内幹線道路（16,000区間）県内幹線道路（16,000区間）

１次抽出（県内幹線道路（4,423区間）１次抽出（県内幹線道路（4,423区間）

・死傷事故率ワースト10 、 事故特性突出（＋ヒヤリハット）ワースト10
・アンケート指標ワースト5 、地域の声など

・死傷事故率ワースト10 、 事故特性突出（＋ヒヤリハット）ワースト10
・アンケート指標ワースト5 、地域の声など

・アンケートによる指標 ワースト50
（子供事故、歩行者事故、死亡事故）
・アンケートによる指標 ワースト50
（子供事故、歩行者事故、死亡事故）



２．１ 神奈川県事故ゼロプラン

神奈川県 主な事故危険区間 神奈川県事故ゼロプラン H22年12月公表神奈川県 主な事故危険区間 神奈川県事故ゼロプラン H22年12月公表
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２．１ 神奈川県事故ゼロプラン

事故危険区間の年次更新（追加）ルール

・H22年で事故危険区間を固定すると、最新状況が反映できないことを踏まえ、
①神奈川県交通安全対策協議会「事故多発区間（地点）」
②新たな地域要望等の区間

を毎年事故危険区間リストに追加する方針としました。（H23年第９回委員会承認）

年次更新（追加された） 事故危険区間
H23年度は51箇所（事故多発区間39箇所、地域の声12箇
所）が追加され、事故危険区間は687箇所になりました。

年次更新（追加された） 事故危険区間
H23年度は51箇所（事故多発区間39箇所、地域の声12箇
所）が追加され、事故危険区間は687箇所になりました。

地域の声
②新たな地域要望等

（事故データに現れない区間）

地域の声
②新たな地域要望等

（事故データに現れない区間）

最新データの事故多発区間
①神奈川県交通安全対策協議会

「事故多発区間（地点）」

最新データの事故多発区間
①神奈川県交通安全対策協議会

「事故多発区間（地点）」

■事故危険区間の追加と更新ルール

※事故多発区間（地点）とは、最新の事故データ等をもとに、以下観点で選定されたものです。
①死亡事故など社会的反響の大きな交通事故の発生箇所（Ｈ２３年事故）
②交通事故が発生し、今後も多発する危険性がある箇所
③①②のほか、特に対策を講じる必要がある箇所

事故ゼロプラン 当初年度（H22）抽出箇所
事故危険区間 ６３６区間

事故ゼロプラン 当初年度（H22）抽出箇所
事故危険区間 ６３６区間

毎年追加
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２．２ 事故ゼロプランの進捗状況

事故件数、事故率の経年変化

・神奈川県全体の事故件数は、総合的な事故対策により、年々減少傾向にあります。
・「事故危険区間」について、選定に用いた４年間データを年次更新(※)してみると、やはり事
故件数は減少しています。

※Ｈ２２選定時＝Ｈ１7～Ｈ２０年の４年合計値 H24現在＝Ｈ１9～H22年の４年間合計値

・事故危険区間のうち16区間は、最新４年データ上、区間選定基準であった死傷事故率
100件/億台キロを下回っています。

事故危険区間（H22選定箇所）
件/4年

件/4年

約
16％

減

事故危険区間の事故率変化内訳事故件数の経年変化

10

H19～H22
4年合計

H17～H20
4年合計

16箇所が事故危険区間の選定基準
以下まで減少

16箇所が事故危険区間の選定基準
以下まで減少

約9％減

H19～H22
4年合計

H17～H20
4年合計

件/4年

神奈川県内全体
（幹線道路）

減少傾向

約5,000件(約22％)減少約5,000件(約22％)減少

【出典】
交通事故・道路統合データベース



２．２ 事故ゼロプランの進捗状況

事故危険区間（687区間）の道路管理者別内訳

11



２．２ 事故ゼロプランの進捗状況

事故危険区間（事故危険区間687区間、主な事故危険区間53区間）の進捗状況

・事故危険区間（687区間）では、事業着手済みが約33％。
・主な事故危険区間（53区間）のうち、約77％が事業着手済み。

主な事故危険区間（53区間）の進捗状況

事故危険区間（687区間）の進捗状況

12

事業完了箇所
・全体の約20％（137箇所）
・昨年度は約6％（39箇所）

事業着手済み箇所
・全体の約33％（228箇所）
・昨年度は約18％（112箇所）

事業完了箇所
・全体の約49％（26箇所）
・昨年度は約9％（5箇所）

事業着手済み箇所
・全体の約77％（41箇所）
・昨年度は約47％（25箇所）

■昨年度（第９回委員会）の進捗状況

■昨年度（第９回委員会）の進捗状況

■今回の進捗状況

■今回の進捗状況

約
33

％

約
77

％



２．２ 事故ゼロプランの進捗状況

事故危険区間（主な事故危険区間：53区間）の進捗状況

・主な事故危険区間（53区間）の箇所別進捗状況
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２．３ 今年度の事故危険区間追加箇所

事故危険区間の追加ルールに則り、今年度は30区間をリストに追加します。
神奈川県交通安全対策協議会「H24事故多発区間（地点）：28区間」
地域の声「新たな地元要望：2区間」

管理者 No 路線 箇所名 備考（選定要因）

横浜国道

1 国道15号 元木町交差点 事故多発：巻き込み事故（歩行者・自転車）

2 国道1号 ﾄﾞﾝｷﾎｰﾃ～さいわい緑道付近 事故多発：追突事故

3 国道246号 溝口交差点 他 事故多発：追突・巻き込み事故

4 国道16号 田浦港町交差点 他 事故多発：追突・巻き込み事故

5 国道246号 神奈川日産秦野店付近 事故多発：横断中事故（歩行者）

6 国道246号 沖田交差点 事故多発：右直事故（二輪車）

神奈川県

7 県）横須賀三崎線 三崎警察署前交差点 事故多発：右直事故

8 国道129号 鹿見堂南交差点 事故多発：追突事故

9 国道134号 道祖神社入口交差点 信号を見間違う事故が発生

10 県）田谷藤沢線 清水小路交差点 歩行者関連事故が発生

11 国道255号 第一生命入口交差点 事故多発：追突事故

12 国道135号 幕山公園入口交差点 他 事故多発：追突・右直・横断歩行者事故

13 県）相模原大磯線 一本松交差点 事故多発：信号無視による事故

14 県）藤沢厚木線 厚木第二踏切前交差点 事故多発：追突事故

横浜市

15 市）環状2号線側道 高山橋交差点北側交差点 事故多発：出会い頭事故

16 県）横浜鎌倉線 新吉原橋交差点 歩行者関連事故が発生 14

H24事故多発区間（地点）【１／２】
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管理者 No 路線 箇所名 備考（選定要因）

横浜市

17 県）横浜上麻生線 ﾌｨｯﾄ･ｹｱ･ﾃﾞﾎﾟ岸根店西側交差点 事故多発：出会い頭事故（歩行者・自転車）

18 県）横浜上麻生線 都田中学校入口交差点 事故多発：追突・右直事故

19 県）大船停車場矢部線 大船駅笠間口～ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙ出口 事故多発：横断歩行者事故（乱横断）

20 市）環状4号線 そうてつローゼン前交差点 事故多発：右左折・出会い頭事故

川崎市

21 県）扇町川崎停車場線 小土呂橋交差点 事故多発：右折事故（歩行者・自転車）

22 国道132号 四谷上町交差点 自転車関連事故が発生

23 県）横浜生田野川菅生線 清水台交差点 事故多発：追突事故

24 県）川崎府中 本村橋交差点 事故多発：右折事故（自転車）

相模原市

25 県）相模原茅ヶ崎線 ﾓｽﾊﾞｰｶﾞｰ原当麻店前交差点 事故多発：出会い頭事故（歩行者・自転車）

26 県）相模原町田線 ｵｰｴﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ前交差点 事故多発：出会い頭事故（自転車）

27 県）厚木城山線 六地蔵交差点 事故多発：追突・右左折事故（歩行者・自転車）

28 県）八王子城山線 八幡神社鳥居前交差点 事故多発：出会い頭事故（歩行者・自転車）

２．３ 今年度の事故危険区間追加箇所

H24事故多発区間（地点）【２／２】

新たな地元要望
管理者 No 路線 箇所名 備考（要望内容）

横浜国道

29 国道1号 反町駅前交差点付近 歩道環境改善要望（歩道橋撤去）

30 国道1号 立町交差点 事故抑制・走行性向上要望（交差点改良）



２．３ 今年度の事故危険区間追加箇所

H24事故危険区間リスト追加箇所位置図

16

凡 例

99

99

：H24事故多発区間（地点）

：新たな地元要望
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２．３ 今年度の事故危険区間追加箇所

事故多発区間（地点）とは・・・

神奈川県交通安全対策協議会が総合的な事故防止対策を推進する事業
対策箇所の選定は、各警察署・道路管理者が調整して選定
選定基準は、以下の①～③。

①交通死亡事故または多数の車両・歩行者が関係するなど、社会的反響の
大きい交通事故が発生し、同種の事故の発生防止に向けて、対策を講じる必要
がある区間（地点）

②交通事故が発生し、今後も多発する危険性があるため、対策を講じる必要
がある区間（地点）

③上記のほか、交通の安全を確保するため、特に、対策を講じる必要がある
区間（地点）



３．事故ゼロプランの進め方ルールの再確認

３.１ ＰＤＣＡサイクルの基本的な考え方

３.２ 対策完了箇所のチェック手法

３.３ 今後の実施方針

３.１ ＰＤＣＡサイクルの基本的な考え方

３.２ 対策完了箇所のチェック手法

３.３ 今後の実施方針

18



事故ゼロプランのＰＤＣＡサイクル

３．１ ＰＤＣＡサイクルの基本的な考え方

・事故ゼロプランを効果的・効率的に推進するため、以下のＰＤＣＡサイクルを適用します。

・ＰＤＣＡサイクルは、『事故ゼロプラン全体』と、『個別対策箇所』のそれぞれに適用します。

神奈川県事故ゼロプラン

全体のＰＤＣＡサイクル

H22年～27年 ※

全体進捗状況確認
主な対策効果確認

個別対策箇所
ＰＤＣＡサイクル
設計～事業期間

対策効果確認

※ 第９次交通安全基本計画（Ｈ２３～Ｈ２７）の期間
５年で事故ゼロプランＰＤＣＡサイクルを一巡

（Ｈ２７年に、現事故ゼロプランの総括と見直し）
全事故危険区間の対策をH27年までに行うわけではありません。

19
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■前回委員会にて提案された、事故対策後の評価・卒業（対策完了判断）ルール

・前回委員会の以下意見を踏まえ、「具体的な評価手法」を審議いただきます。
「２割削減という数値目標について、数値だけでは評価できないものもある」
「具体的な評価方法、卒業判定について、判定手法の詳細が不明確」

３．２ 対策完了箇所のチェック手法

対策完了箇所は「事故危険区間リスト」から「経過観察リスト」に移行

一定の安全性確保が確認されれば、リストから卒業一定の安全性確保が確認されれば、リストから卒業

・事故ゼロプランにおいては、「整備効果確認」のしくみも重要です。
・整備効果確認と卒業判断の方法について、前回委員会から引き続き審議していただきます。

効果確認手法

問題があれば追加対策問題があれば追加対策

削減されなければ追加対策削減されなければ追加対策

20
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【対策後の事故件数】【対策後の事故件数】

Check１ 対策後２年の事故件数の確認

３．２ 対策完了箇所のチェック手法（1/3）（仮想のサンプルです）

対策前（４年間集計）

対策後（２年間集計）

※対策後の事故件数は4年に換算

【全事故件数の評価】

・２割以上の事故件数削減
→ 効果あり

【全事故件数の評価】

・２割以上の事故件数削減
→ 効果あり

２割削減

※対策内容
①追突事故
→減速路面標示、路面標示「追突注意」

法定外看板「追突注意」
②右折時事故
→右折指導線の設置 21



【対策後の事故類型の変化】【対策後の事故類型の変化】

Check２ 対策後２年の事故内容を確認（１）

３．２ 対策完了箇所のチェック手法（2/3）（仮想のサンプルです）

対策前（４年間集計）

対策後（２年間集計）

※対策後の事故件数は4年に換算※着目事故類型
①追突事故 ②右折時事故

※対策内容
①追突事故
→減速路面標示、路面標示「追突注意」

法定外看板「追突注意」
②右折時事故
→右折指導線の設置

約64％削減

増減なし

【事故類型の評価】
・追突事故（対策あり）
→6割の削減 →効果あり

・右折事故（対策あり）
→増減なし →結論保留

・出会い頭事故（対策なし）
→大幅増加 →要分析

【事故類型の評価】
・追突事故（対策あり）
→6割の削減 →効果あり

・右折事故（対策あり）
→増減なし →結論保留

・出会い頭事故（対策なし）
→大幅増加 →要分析

追突事故

追突事故

右折事故

出会い頭事故

右折事故

増加

22



【事故内容、交通・沿道状況】

交通状況
新規道路整備により右折車両が２割増加
交通渋滞頻度は変わらず

沿道状況
沿道店舗大型化による出入り車両増加

事故内容
昼夜事故、湿潤時事故
子供・高齢者・自転車等被害者別事故

【事故内容、交通・沿道状況】

交通状況
新規道路整備により右折車両が２割増加
交通渋滞頻度は変わらず

沿道状況
沿道店舗大型化による出入り車両増加

事故内容
昼夜事故、湿潤時事故
子供・高齢者・自転車等被害者別事故

Check２ 対策後２年の事故内容を確認（２）

３．２ 対策完了箇所のチェック手法（3/3）

対策前（４年間集計）

対策後（２年間集計）

店 舗

店 舗
（大型化）

※着目事故類型
①追突事故 ②右折時事故

※対策内容
①追突事故
→減速路面標示、路面標示「追突注意」

法定外看板「追突注意」
②右折時事故
→右折指導線の設置

【総合的な評価】
・右折事故（対策あり）
減少しない理由は、右折車数が増加
→ 対策効果あり

・出会い頭事故（対策なし）
出会頭事故増加は店舗出入り車両増加
→ 追加対策必要

【総合的な評価】
・右折事故（対策あり）
減少しない理由は、右折車数が増加
→ 対策効果あり

・出会い頭事故（対策なし）
出会頭事故増加は店舗出入り車両増加
→ 追加対策必要

右折交通量増加

総合判断 追加対策が必要
対策後に再評価する

総合判断 追加対策が必要
対策後に再評価する
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対策完了箇所のチェック手法（総括）

３．２ 対策完了箇所のチェック手法

対策後２年経過した箇所について、２年間の事故データを使った
チェックを行います。

事故件数２割削減目標は“目安”とし、内容を総合的に確認します。

内容確認は、「対策と事故類型の関係、交通・沿道状況の変化等」
を対象とします。

全箇所の確認を委員会審議するのは困難であるため、 特に確認が
必要な箇所（特殊事例,先進事例など）を選んで審議いただきます。

整備効果が良好な箇所は、卒業（対策完了）箇所として取扱います
が、毎年、全箇所の事故データ確認は行うことから、事故の増加が確
認されれば、委員会にて報告します。
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４．早期の事故対策効果確認

４.１ 早期の事故対策効果手法の紹介

４.２ 早期の事故対策効果確認の導入方針

４.１ 早期の事故対策効果手法の紹介

４.２ 早期の事故対策効果確認の導入方針
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４．１ 早期の事故対策効果確認手法の紹介

■整備効果確認の課題
・対策後の事故データ蓄積を待つと、対策後２、３年経過してから、はじめて整備
効果を確認することとなる。

■早期整備効果確認の必要性
・対策効果が早期確認できれば、今後の対策導入判断に役立つ。

・事故対策の内容によっては、「安全性が増す一方で、別な危険性が発生する」
場合もあることから、対策後の早期検証が必要な箇所もある。

早期整備効果確認の必要性

26



検証内容 データ取得方法 長所 短所

走行速度の低減

減速路面標示による速度
低減など

スピードガン ●モバイルトラフィックカウンター スピードガン
計測簡易・安価
多くのサンプル調査に適さない

モバイルトラフィックカウンター
多くのサンプル調査可能
規模によっては調査費大

民間プローブカーデータ （路線区間速度）
民間会社が取得したサンプリング車両の
「路線/区間毎の走行速度データ」

長期間のデータが集計できる。
交通量少ない箇所ではサンプル数少ない。
信号待含む速度のため詳細が不明

車両の動きの安定 ビデオ撮影
走行位置、車線変更位置など
をビデオ撮影、動線確認

車両挙動の確認・記録に適する。
俯瞰できる撮影条件が必要
サンプル数によって解析費用大

民間プローブカーデータ（急ブレーキ位置・回数）
民間会社が取得したサンプリング車両の
「急ブレーキデータ」

長期間の平均値が集計できる。
交通量少ない箇所ではサンプル数少ない。

利用者の
安全性向上実感

車両速度、動きでは確認
できれない効果や問題点

沿道住民へのアンケート調査 実感を直接把握できる
個人の主観回答なので個人差がある。
規模によっては配布集計費用大

プロドライバー、事業者へのヒアリング調査 経験豊富なドライバー実感を把握できる
規模によっては配布集計費用大

Webアンケート調査（インターネットモニター、HP） 広域、多数の調査可能
対象者の限定は困難

４．１ 早期の事故対策効果確認手法の紹介
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右折指導線設置による走
行位置の安定化など

撮影映像撮影映像



４．２ 早期の事故対策効果確認の導入方針

■効率的な箇所選定
・全ての対策箇所検証は、費用面が課題。 → 効率的な箇所選定が必要。

■効果的な箇所選定
【早期整備効果確認が不必要な箇所】

・特徴の少ない対象箇所で、標準的な事故対策を行っている場合
→ 効果検証の必要性低い。

【早期整備効果確認が必要な箇所】
・特徴のある対象箇所（交差点形状が特殊など）、特徴的な事故課題がある箇所、
先進的・事例の少ない対策を実施した箇所。 → 検証の必要性が高い。

【早期整備効果確認の導入方針】
・上記を踏まえ、道路管理者は、早期整備効果確認の必要性を検討し、必要と判
断される場合は、早期対策効果確認を行う。

・確認手法（速度・動き・実感）は、対策工種に応じて選定する。

【早期整備効果確認の導入方針】
・上記を踏まえ、道路管理者は、早期整備効果確認の必要性を検討し、必要と判
断される場合は、早期対策効果確認を行う。

・確認手法（速度・動き・実感）は、対策工種に応じて選定する。
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５．自転車空間整備の取り組み

５.１ 神奈川県内の自転車事故の状況

５.２ 新たな自転車空間整備施策の紹介

５.１ 神奈川県内の自転車事故の状況

５.２ 新たな自転車空間整備施策の紹介
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神奈川県内幹線道路の自転車関連事故

自転車どうし

自転車が加害者

自転車が被害者

自転車事故の割合

（自転車事故÷全事故）

５．１ 神奈川県内の自転車事故の状況

増大する自転車事故

・神奈川県内では、自転車関連事故は横ばいで推移するものの、全事故に占める割合は増加傾向
・H22に比べH23事故は減少傾向だが、震災後、通勤通学時の自転車の加害事故が増加傾向

○増大する自転車関連事故

全事故に占める自転車関連事故が増加傾向

神奈川県内幹線道路の自転車関連事故神奈川県内幹線道路の自転車関連事故

【出典】
H19～H22は交通事故・道路統合
データベース
H23は県警データ（速報値）
※集計期間は、年間

○東日本大震災を契機に増大する通勤時の自転車事故

自転車事故件数は横ばい自転車事故件数は横ばい

東日本大震災後の５月には通勤通学中の自転車事
故（自転車の加害事故）は前年比で５割増

東日本大震災後の通勤手段転換
（H23.3 公共交通停止、帰宅困難者）

省エネ・健康志向の高まり
（低炭素・エコ通勤、ダイエット等）

ガソリン価格の高騰
（H20.8 レギュラーガソリン185円）

幹線道路で発生
している全事故件数

自転車関連事故の割合は増加傾向

自転車関連事故の割合は増加傾向

20279
18303

17799 18225
17046

全事故件数は減少傾向
全事故件数は減少傾向

23 24 29 51 21 19 29 40 30 2523 28 45 46 23 19 31 28 35 35
0

10

20

30

40

50

60

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月件/月

通勤通学中の自転車事故（自転車が加害者）

H22 H23

震災前後の震災前後の““通勤通学時通勤通学時””自転車関連事故の発生件数自転車関連事故の発生件数
［自転車が加害（１当自転車）事故］［自転車が加害（１当自転車）事故］※※１１

※１）H22・H23県警データを使用／対象路線は一般市道を含む全道路を対象に集計
※２）第１当事者（加害者）の通行目的が通勤・通学の自転車関連事故を集計

H22
神奈川県内の自転車事故

年間件数

9915
H23 増減率

9432
通勤通学時の自転車事故※2 332 375

95％

113％

155％116％

増加率（H23/H22）

H23.3.11
東日本大震災発生

福島第一原発事故の発生によって福島第一原発事故の発生によって
計画停電・鉄道の間引き運転を継続計画停電・鉄道の間引き運転を継続

自転車を
取り巻く

社会環境
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５．１ 神奈川県内の自転車事故の状況

特定箇所で発生する自転車関連事故①

自転車関連事故と多頻度発生箇所の特定

本厚木駅

川崎駅

関内駅、伊勢

佐木長者町

橋本駅

相模原駅

小田急相模原駅

1

15
16

246

357

409

246

16

16

1

3571

246

藤沢駅

（H23神奈川県警事故データ）

31

・自転車乗降客数が多い（5,000人以上）川崎駅、藤沢駅、橋本駅、相模原駅、本厚木駅等では多く発生
・商業施設、オフィスビルが多く立地する関内駅、伊勢佐木長者町周辺でも多く発生



1

15
16

246

357

409

246

16

16

1

3571

246

５．１ 神奈川県内の自転車事故の状況

特定箇所で発生する自転車関連事故②

本厚木駅

鴨宮駅

戸塚駅

湘南台駅

綱島駅
中央林間駅

自転車が加害者の事故の発生箇所

小田急相模原駅

茅ヶ崎駅

淵野辺駅

駅から離れた郊外部は、自転車が被

害者（２当自転車）や自転車どうし（１当

×２当自転車）の事故が点在

相模原駅

さがみ野駅

（H23神奈川県警事故データ）

郊外部

郊外部

郊外部

自転車利用の多い駅周辺

でも自転車が被害者（２当

自転車）の事故が多い

32

・自転車が加害者事故が多いのは、主要駅（自転車利用の乗降客数5000人以上）周辺
・自転車が被害者事故が多いのは、市街部および郊外部



安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン（平成（平成2424年年1111月月2929日発出）日発出）
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５．２ 新たな自転車空間整備施策の紹介（1/5）

「みんなにやさしい自転車環境 ～安全で快適な自転車利用環境の創出に向けた提言～」
平成24年4月 安全で快適な自転車利用環境の創出に向けた検討委員会

自転車ネットワーク計画の作成をすすめるため、計画作成手順を示し、車
の規制速度や交通量等に応じた整備形態（自転車道、自転車専用通行
帯等の車道通行を基本）の選定方法を提示
整備困難な場合、当面の対応として、自転車歩行者道を活用できる条
件、車線内に自転車通行位置を明示し自動車と混在する方法を提示

直線的に接続するなどの交差点部における設計の考え方を示し、自動車
と分離又は混在させる自転車専用通行帯の具体的な対応案を提示

全ての利用者へのルール周知、ルール遵守のインセンティブ付与､指導取
締りの３つの観点から取組を提示

駐停車・駐輪対策、利用促進の観点から取組を提示

神奈川県においても、今後、「自転車の車道通行を基本とする」方針に準じ、
自転車空間整備をすすめる必要があります。

施策転換のポイント

「良好な自転車交通秩序の実現のための総合対策の推進について」
平成23年10月25日 警察庁交通局長

利用ルールの徹底利用ルールの徹底

自転車利用の総合的な取組自転車利用の総合的な取組

自転車通行空間の計画自転車通行空間の計画

自転車通行空間の設計自転車通行空間の設計

安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン より

自転車は「車両」であるということを、自転車利用者のみならず、
自動車等の運転者を始め交通社会を構成する全てのものに徹底



縁石線や柵等の工作物によって分離
された自転車専用の通行空間

交通規制により、自転車が専用で通
行する車両通行帯を指定

自転車道
自転車専用通行帯

（自転車レーン）

自転車ネットワーク計画の作成をすすめるため、計画作成手順を示し、車の規制速度や交通量等に応じた
整備形態（自転車道、自転車専用通行帯等の車道通行を基本）の選定方法を提示
整備困難な場合、当面の対応として、自転車歩行者道を活用できる条件、車線内に自転車通行位置を明示し
自動車と混在する方法を提示

５．２ 新たな自転車空間整備施策の紹介（2/5）

自転車通行空間の計画自転車通行空間の計画

道路の路肩に、自転車通行位置を示
す「路面の着色やピクトグラム」を設置

車道左側部の車線内に、自転車通
行位置を示す「帯状の路面着色やピ
クトグラム」を設置

自転車道が選定され、その整備が困難な場合は、既に自転車歩行者道が整備されており、かつ自転車交通量が少なく、かつ歩行者
と自転車の交通量を踏まえて歩行者と自転車を分離する必要がない場合に限り、当面の整備形態として、自転車歩行者道を活用する
ことを検討すること。

車道における自転車通行位置
の明示（路肩のカラー化等）

車道左側部の車線内における
自転車通行位置の明示
（帯状の路面標示等）

自動車と混在する方法自動車と分離する方法

※従来の自転車歩行者道の活用できる条件 （例外措置）

34
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交差点部の設計例（自転車専用通行帯の場合）交差点部の設計例（自転車専用通行帯の場合）

５．２ 新たな自転車空間整備施策の紹介（3/5）

自転車通行空間の設計自転車通行空間の設計

(1)分離形態の連続性

（２）通行区間の直線的な接続

（３）交差点内の通行方向の明瞭化
交差点内の自転車専用通行帯の延長線上の
部分の路面に通行位置及び通行方向を明瞭化
する路面表示を設置

（４）左折巻き込みに対する安全対策
•進路変更禁止規制
•左折自動車の動線を明確

にする路面標示
•自転車専用信号の設置、

自転車の停止位置の前出し

（５）二段階右折時の滞留スペースの確保
路面標示と歩道端の縁石との間に囲まれた範囲
は、自転車が二段階右折する際の交差点内での
滞留スペース

左折巻き込み事故を防止するため、進路変更禁止規制を実施し、左折自動車の動線を明確にする路面標示を設置した上で、自転
車専用信号の設置・自転車の停止位置を前出しした事例

直線的に接続するなどの交差点部における設計の考え方を示し、自動車と分離又は混在させる自転車専用通行帯
の具体的な対応案を提示

35安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン より

• ゴムポール等の
設置が考えられる位
置



全ての利用者へのルール周知(学校教育､免許更新時等）、ルール遵守のインセンティブ付与(自転車運転免許証等
の交付、事故の危険性周知等)､指導取締り(信号無視等の悪質違反の検挙措置等)の３つの観点から取組を提示

５．２ 新たな自転車空間整備施策の紹介（4/5）

利用ルールの徹底利用ルールの徹底

①自転車利用に関するルールの周知

②利用ルール遵守に関するインセンティブの付与

③交通違反に対する指導取り締まり

■自転車に対する街頭指導 ■交通安全啓発チラシやポスター等による啓発

■小学３年生以上を対象として自転車運転免許証を交付している事例

交通安全教育講習 筆記試験 自転車運転免許証
【出典：町田市ＨＰ】

【出典：野の市市ＨＰ】
【出典：見附市ＨＰ】【出典：大阪府警ＨＰ】

36安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン より



５．２ 新たな自転車空間整備施策の紹介（5/5）

自転車利用の総合的な取組自転車利用の総合的な取組

①駐停車・駐輪対策

②自転車利用促進

■自転車道を整備した上で停車帯を
設け駐停車・荷捌き車両に対応

■自転車専用通行帯と
パーキングメーターを併設

■路上自転車駐車場の整備事例

■路上に設けられた貸出ステーション ■観光を主目的としたレンタサイクル■自転車マップの作成・配布

【秋の奈良レンタサイクル“古都りん”】
【出典：新潟市ＨＰ】

駐停車・駐輪対策（自転車専用通行帯区間での駐車禁止規制等の実施と取締り等）、利用促進（自転車マップ作
成、レンタサイクル導入等）の観点から取組を提示

37安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン より



６．通学路の安全とゾーン３０の取り組み

６.１ 通学路の安全とゾーン３０の取り組み６.１ 通学路の安全とゾーン３０の取り組み
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○関係機関全体の取り組み ○道路管理者等の取り組み

６．１ 通学路の安全とゾーン３０の取り組み

通学路の交通安全の確保について

・平成２４年４月亀岡市で発生した登校中児童１０人の死傷事故をはじめ相次ぐ通学中事故を受け、
「子どもの命を守る」ことを第一に道路交通環境整備が急務です。

・通学路は、「歩行者と車両の分離」、「自動車の速度の低減」、「ゾーン対策」が必要です。

H24.4 亀岡市で登校中の児童等の列に車が突っ込み10名も
の死傷事故が発生、他所でも相次ぐ通学路事故が発生

H24.5 文部科学省、国土交通省、警察庁が相互に連携し、通
学路の交通安全の確保の取り組み実施を決定

国レベルの連携体制の強化
地域レベルの関係機関による連携体制の整備
緊急合同点検の実施

H24.6～7 通学路の交通安全の確保に関する有識者懇談会※
の実施（※教育、交通工学、交通規制等の各分野の有識者）

安全な通学路の在り方、学校における交通安全教育の在り方
通学路の交通安全を図るための道路交通環境整備、交通規制
の在り方
対策を効果的に進めるための関係機関等の連携の在り方、地域
住民・保護者の役割

通学路の歩行者と車両の分離、自動車の速度低減対策、
生活道路の通学路におけるゾーン30などの対策実施 39

第9次交通安全計画(H23年度～H27年度)
：神奈川県、横浜市、川崎市等

生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備
生活道路における交通安全対策の推進

• 「あんしん歩行エリア」等を中心とする歩行者・自転車事故
発生割合が大きい生活道路において、公安委員会及び
道路管理者が連携して、総合的な事故抑止対策を地域
住民の主体的参加の下で実施
通学路等の交通安全施設の整備

• 通園、通学の安全を確保するため、通学路等の歩道等の
整備、立体横断施設、横断歩道等の整備拡充
高齢者、障害者等の安全に資する歩行空間等の整備等

亀岡市の事故を受けた対応 ：神奈川県、横浜市、川崎市等

県警と県、横浜市、川崎市などは１１日、県警本部で「通学路「通学路
の交通安全対策連絡会議」の交通安全対策連絡会議」を開き、危険箇所の早期発見や
点検の強化などを確認（H24.5.12 毎日新聞）

横浜市：『スクールゾーン対策協議会』
（各校区に設置、学校、ＰＴＡ、自治会町内会, 行政機関等で構成）

川崎市：『通学路安全対策会議』
（教育委員会と市民・こども局、建設緑政局、各区役所、小学校町会、警察署

等から構成）

通学路の安全確保のため地域ぐるみの取組み



７．今後の予定

【次回の委員会時期】

Ｈ２５年１２月頃開催予定

【次回の委員会議題（予定）】

事故ゼロプランの進捗報告と追加箇所

対策後２年経過箇所の整備効果確認

早期整備効果確認事例の紹介

神奈川県内の自転車空間整備方針と状況紹介
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第10回 神奈川県 安全性向上委員会

平成24年12月14日
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参考－１ 事故対策箇所のチェック事例

① 国道１号浦島丘交差点

② 国道１号青木通り交差点

③ 国道１号茅ヶ崎駅前交差点

④ 国道16号大野台小交差点

① 国道１号浦島丘交差点

② 国道１号青木通り交差点

③ 国道１号茅ヶ崎駅前交差点

④ 国道16号大野台小交差点

1



箇所概要と対策立案

参考－１ ①国道１号／浦島丘交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ

国道１号

浦島丘交差点
横浜市 （28.30kp）
事故危険区間リスト 83140172（14-106126K）

1
うらしまがおか

■箇所概要■箇所概要

■着目事故類型と要因分析・対策立案■着目事故類型と要因分析・対策立案

追突事故：見通しの良い連続する緩やかな曲線区間により、走行速度が超過傾向。
→前方車の確認遅れを招き、追突事故が発生。
【対策方針】車両の速度抑制、注意喚起
【対策内容】減速路面標示、路面標示「追突注意」

平面線形：連続する緩曲線区間に位置する
縦断線形：藤沢方面に約1％の上り勾配
車線数：片側2車線（4車線道路）

専用車線：川崎市側：右折車線
藤沢市側：左折車線

照明施設：連続照明設置区間

信号現示：時差式信号
規制速度：60km/h
交通量：約42,000台／日(H22センサス)

沿道施設：特になし

N

至

川
崎
市

至

藤
沢
市

浦島丘交差点

追突事故：3件／4年
追突事故：2件／4年

（C）Yahoo Japan,（C）ZENRIN

2

【対策】減速路面標示＋追突注意

追突注意 追突注意 【対策】減速路面標示＋追突注意

追 突 注 意

追 突 注 意



対策後１年間の事故発生状況

■対策後１年間の事故の状況■対策後１年間の事故の状況

N

至

川
崎
市

至

藤
沢
市

浦島丘交差点

全体事故件数：死傷事故件数・・・16件／4年→0件／4年に減少（100％減）
着目事故件数：追突事故件数・・・8件／4年→ 0件／4年に減少（100％減）

件／４年 件／４年 件／４年

件／４年

件／４年

件／４年

件／４年

件／４年

事故内容別 事故類型別 昼夜別

路面状態別

当事者（１当）別

当事者（２当）別

年齢（１当）別

年齢（２当）別

16件 16件

0件 0件

対策前：H18～H21 対策後：H23（4年換算）

死傷事故発生なし

3
■評価：対策後、事故件数は０件。現時点では効果あり。ただし対策後１年の事故データであるため、引き続き経過観察

追突注意 追突注意

追 突 注 意

追 突 注 意

■対策後１年間の事故発生状況■対策後１年間の事故発生状況

参考－１ ①国道１号／浦島丘交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



現地写真

■現況写真■現況写真

至

藤
沢
市

4
⑩上り流入部 ドットライン等⑨左折レーン、「追突注意」等⑦上り流入部 歩道⑥上り流出方向 （バス停あり）

①下り流入方向 上り勾配 ②「追突注意」「ドットライン」あり ③下り流入（右折レーンあり） ④交差点内 （指導線あり） ⑤下り流出部 (防護柵あり)

N

至

川
崎
市

浦島丘交差点

⑧上り流入部 沿道出入口多い

追突注意

追突注意

追 突 注 意

追 突 注 意

1

2

3 4
5

6

7 8 9 10

参考－１ ①国道１号／浦島丘交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



国道１号

青木通交差点
横浜市 （30.50kp）
事故危険区間リスト 83140101（14-108364K）

1 あおきどおり
■箇所概要■箇所概要

■着目事故類型と要因分析・対策立案■着目事故類型と要因分析・対策立案

追突事故：屈曲区間の交差点。多車線区間のため交通錯綜、前後が直線で速度超過。
→本線上での急減速・急な車線変更を招き、追突事故が発生。
【対策方針】車両の速度抑制、情報提供の改善
【対策内容】減速ドットマーク、路面カラー化・案内標識カラー化（連携）

右左折事故：交差点が大きく、走行車両の動線が不安定。
→左折車両および対向右折車両との衝突事故が発生。
【対策方針】走行動線を安定させる 【対策内容】指導線の設置

平面線形：曲線区間に位置する交差点
縦断線形：川崎市方面に約4％の上り勾配

※横浜駅方面はほぼ水平
車線数：片側3車線（6車線道路）

専用車線：両側：右折車線、左折車線
照明施設：連続照明設置区間

信号現示：左折専用現示設置
規制速度：60km/h
交通量：約50,700台／日(H22センサス)

沿道施設：駅、商業施設、学校、飲食店
コンビニ等が建ち並ぶ

至

横
浜
駅

青木通交差点

N

追突事故：4件／4年
追突事故：10件／4年

交差点内右左折事故：12件／4年

（C）Yahoo Japan,（C）ZENRIN

5

【対策】減速路面標示
＋路面カラー化

【対策】標識カラー化

参考－１ ②国道１号／青木通交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ

【対策】減速ドットマーク

至 川崎市

【対策】指導線

箇所概要と対策立案



■対策後１年間の事故状況■対策後１年間の事故状況

件／４年 件／４年 件／４年

件／４年

件／４年

件／４年

件／４年

件／４年

事故内容別 事故類型別 昼夜別

路面状態別

当事者（１当）別

当事者（２当）別

年齢（１当）別

年齢（２当）別

28件

33件

対策前：H18～H21 対策後：H23（4年換算）

全体事故件数：死傷事故⇒33件／4年→28件／4年に減少（約15％減）→２割削減はなされていない。
着目事故件数：追突事故⇒14件／4年→16件／4年に増加（約14％増）、交差点内事故⇒12件／4年→4件／4年に減少（約67％減）
対策前後の交通状況・沿道状況の変化：特になし

4件

14件 16件

12件

至

横
浜
駅

青木通交差点

N

追突事故：8件／4年換算

追突事故：8件／4年換算

交差点内右折事故：4件／4年換算

6
■評価：２割削減はなされず、追突事故が増加傾向などの課題もある。引き続き経過観察し、その後対策検討。

至 川崎市

■対策後１年間の事故発生状況■対策後１年間の事故発生状況

対策後１年間の事故発生状況

参考－１ ②国道１号／青木通交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



補足資料①（道路構造と交通特性）

【国道１号川崎市方面行き】
国道１５号方面：右折（右折車線：３車線並走（特殊形状））

→交通量も多く直進に近い形状
国道１号方面：左折（左折車線は２車線並走）

【国道１号横浜駅方面行き】
国道１号方面：右折

（右折車線：２車線並走）
国道15号方面：左折

（左折車線：１車線）

青木通り交差点
国道１号は２交差点を介したクランク状になっている。かつ、屈曲部がＴ字交差点となる特殊な交差点。

青木通り交差点
国道１号は２交差点を介したクランク状になっている。かつ、屈曲部がＴ字交差点となる特殊な交差点。

【国道15号】
国道１号横浜駅方面 左折（左折車線：２車線並走）
国道１号川崎市方面 右折（右折車線：２車線並走）

平面線形：Ｙ字交差点（交差点で線形屈曲）
縦断線形：川崎市方面に約4％の上り勾配

※横浜駅方面はほぼ水平
車線数：片側3車線（6車線道路）

専用車線：両側：右折車線、左折車線
照明施設：連続照明設置区間

信号現示：左折専用現示あり
規制速度：60km/h

交通量：約50,700台／日(H22センサス)
沿道施設：商業施設、予備校、飲食店

コンビニ等が建ち並ぶ

1

15

1

至

横
浜
駅

至

川
崎
市

7

N

青木通交差点

青木橋交差点

①【国道1号：川崎市方面行き】 ②【国道1号：横浜駅方面行き】 ③【国道15号】

3

1

2

参考－１ ②国道１号／青木通交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



8

至

横
浜
駅

至

川
崎
市

青木通交差点

青木橋交差点

追突事故：10件／4年

追突事故：4件／4年

交差点内右左折事故：12件／4年

全車線に減速ドットマーク
→直線区間の速度超過を抑止し

追突事故回避

全車線に減速ドットマーク
→直線区間の速度超過を抑止し追突事故回避

左折レーン（国道1号川崎市方面）をカラー舗装
標識（国道1号川崎市方面）をカラー化（路面カラー化と連動）
→国道1号川崎市方面を分かりやすくし、交通錯綜に伴う追突事故回避

指導線の設置
→走行動線を安定化し、交差点内事故回避

①【対策】標識カラー化 ②【対策】左折レーンカラー化 ③【対策】減速ドットマーク（全車線）

④【対策】指導線（交差点内） ⑤【対策】指導線（交差点内） ⑥【対策】減速ドットマーク（全車線）

N

1 2

3

6

4
5

補足資料②（対策前の事故発生状況→対策）

参考－１ ②国道１号／青木通交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



■方針：まだ１年間事故集計のため、引き続き経過観察、対策検討し、追加対策実施を調整・判断。 9

至

横
浜
駅

至

川
崎
市

青木通交差点

青木橋交差点

追突事故（2件）
8件／4年換算 その他車両相互交差点内事故（右折：側面衝突）

4件／4年換算

追突事故（2件）
8件／4年換算

正面衝突

【残留課題】
国道1号（横浜駅方面）の右折車両
・「斜め矢印標識」「路面標示：進行方向（右折）」

「青信号」で右折
→標識･路面標示･信号の向きが異なり、分かりにくい

【追加対策案】
・減速路面標示・案内標識カラー化（赤色）
・信号現示を右折矢印信号とし路面標示と整合

【残留課題】
国道1号（国道15号方面）の右折車両
・緩い角度の3車線右折であり、右折ウインカー点灯方法

が様々（単純右折・右折車線間の車線変更）
→利用者の混乱を招く

・「斜め矢印標識」「路面標示：進行方向（右折）」
「青信号」で右折
→標識・路面標示・信号の向きが異り、分かりにくい

【追加対策案】
・路面標示「路線の案内」を設置
・信号現示を右折矢印信号とし路面標示と整合

1

国
道
１
号

国
道
15
号

【左折時】

【右左折時】

【左折時】

【右左折時】

【左折時】

【右左折時】

【左折時】

【右左折時】

N

補足資料③（対策後の事故発生状況と追加対策案）

参考－１ ②国道１号／青木通交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



国道１号

茅ヶ崎駅前交差点
茅ヶ崎市 （58.30kp）
事故危険区間リスト 83140153（14-100713K）

1 ちがさきえきまえ
■箇所概要■箇所概要

■着目事故類型と要因分析・対策立案■着目事故類型と要因分析・対策立案

追突事故：交差点が連続する区間。渋滞頻度の高い区間。
→前方車への追突事故が発生。
【対策方針】注意喚起 【対策内容】法定外看板「追突注意」

二輪事故：渋滞等により、すり抜け走行および左折車線からの無理な直進通行が発生。
→左折車両および対向右折車両との衝突事故が発生。
【対策方針】二輪車の無理な走行を抑止、注意喚起
【対策内容】左折車線に「幅広ドット」、法定外看板「すり抜け二輪車注意」

平面線形：連続する緩曲線区間に位置する
縦断線形：小田原方面に約1％の上り勾配
車線数：片側1車線（2車線道路）

専用車線：小田原側：右折車線、左折車線
藤沢市側：右折車線

照明施設：連続照明設置区間

信号現示：右折専用現示設置
規制速度：40km/h
交通量：約20,000台／日(H22センサス)

沿道施設：電気店、スーパー、飲食店
洋服店、ホテル、郵便局、
警察署等が建ち並ぶ

至

小
田
原
市

至

藤
沢
市

茅ヶ崎駅前交差点

N

追突事故：1件／4年

追突事故：3件／4年

交差点内二輪車関連事故：6件／4年

（C）Yahoo Japan,（C）ZENRIN

（C）Yahoo Japan,（C）Pasco

10
【対策】左折車線に幅広ドット

【対策】法定外看板

【対策】法定外看板

至 茅ヶ崎駅

参考－１ ③国道１号／茅ヶ崎駅前交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ

箇所概要と対策立案



■Check（対策効果の確認）■Check（対策効果の確認）

至

小
田
原
市

至

藤
沢
市

N

件／４年 件／４年 件／４年

件／４年

件／４年

件／４年

件／４年

件／４年

事故内容別 事故類型別 昼夜別

路面状態別

当事者（１当）別

当事者（２当）別

年齢（１当）別

年齢（２当）別

15件

20件

対策前：H18～H21 対策後：H23（4年換算）

全体事故件数：死傷事故⇒15件／4年→20件／4年に増加（約33％増）
着目事故件数：追突事故⇒4件／4年→8件／4年に増加（100％増）、二輪事故⇒8件／4年→12件／4年に増加（50％増）
追加着目視点：右折事故が増加傾向

4件
8件

7件

12件

8件
12件

追突事故：8件／4年換算

右折（二輪車関連）事故：12件／4年換算

（C）Yahoo Japan,（C）Pasco

11■評価：全事故数も増加し、追突事故、二輪事故、右折事故が増加傾向。引き続き経過観察し、その後対策検討

■対策後１年間の事故状況■対策後１年間の事故状況

■対策後１年間の事故発生状況■対策後１年間の事故発生状況

【対策】左折車線に幅広ドット

【対策】法定外看板

【対策】法定外看板

茅ヶ崎駅前交差点

至 茅ヶ崎駅

対策後１年間の事故発生状況

参考－１ ③国道１号／茅ヶ崎駅前交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



茅ヶ崎駅前交差点
一般的な十字交差点で、歩行者自転車は地下道で分離されているため、交通安全上の構造的な課題は少ない。
しかし隣接交差点を含めた、連続信号交差点のため渋滞頻度が高く、直進車両の先詰まりによる渋滞状態となる。

茅ヶ崎駅前交差点
一般的な十字交差点で、歩行者自転車は地下道で分離されているため、交通安全上の構造的な課題は少ない。
しかし隣接交差点を含めた、連続信号交差点のため渋滞頻度が高く、直進車両の先詰まりによる渋滞状態となる。

至

小
田
原
市

至

藤
沢
市

至 茅ヶ崎駅

平面線形：連続する緩曲線区間に位置する
縦断線形：小田原方面に約1％の上り勾配

車線数：片側1車線（2車線道路）
専用車線：小田原側：右折車線、左折車線 藤沢市側：右折車線
歩行者自転車は地下道で横断
照明施設：連続照明設置区間

信号現示：右折専用現示設置
規制速度：40km/h

交通量：約20,000台／日(H22センサス)
沿道施設：電気店、スーパー、飲食店、洋服店、
ホテル、郵便局、警察署等が建ち並ぶ

1

【国道１号小田原方面行き】
右折車両が多く、対向する直進車が先詰まりによる
渋滞となると、全青信号で右折する。
渋滞時、二輪車のすり抜け交通が多数発生する。

【国道１号藤沢方面行き】
交差点先詰まりによる渋滞頻度が高く、青信号でも停車
してしまうことが多い。
渋滞時、二輪車のすり抜け交通が多数発生する。

12

②【先詰まり：右折交通】

①【先詰まり：すり抜け二輪車

N

1 2

補足資料①（道路構造と交通特性）

参考－１ ③国道１号／茅ヶ崎駅前交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



N

至

小
田
原
市

至

藤
沢
市

法定外看板「追突注意」
→渋滞による急な停止・減速を招くため注意を喚起し

追突事故回避
法定外看板「巻込注意」
→渋滞によるすり抜け二輪車が発生するため注意を喚起し

二輪車関連事故を回避

幅広ドット
→渋滞によるすり抜け二輪車を抑制し

二輪車関連事故を回避

①【対策】左折車線に幅広ドット

【対策】法定外看板

至 茅ヶ崎駅

追突事故：1件／4年

交差点内二輪車関連事故：6件／4年

追突事故：3件／4年

【対策】法定外看板

13

②【国道1号：小田原方面行き】 ③【国道1号：小田原方面行き】

④【国道1号：藤沢方面行き】 ⑤【国道1号：藤沢方面行き】 ⑥【小田原方面近傍交差点】

2
3

1 5

6

4

補足資料②（対策前の事故発生状況→対策）

参考－１ ③国道１号／茅ヶ崎駅前交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



■方針：まだ１年間事故集計のため、引き続き経過観察、対策検討し、追加対策実施を調整・判断。

至

小
田
原
市

至

藤
沢
市

至 茅ヶ崎駅

追突事故（2件）
8件／4年換算

右折事故／二輪車関連（3件）
12件／4年換算

N

14

【残留課題】
国道1号（藤沢方面）の車両
・直前交差点（Ａ部）より右折車線が設置されているため、

急な車線変更が発生
→利用者の混乱や渋滞中の急な停止・減速を招く

【追加対策案】
・法定外看板「すり抜け二輪車注意」
・信号現示改良（右折車と直進車を分離する）

【残留課題】
国道1号（藤沢方面）の車両
・渋滞時、二輪車のすり抜け交通が多数発生
・対向（国道1号小田原方面）の右折車が多く、先詰まりにより

停止している直進車両間を右折
→右折車両・二輪車相互の安全確認が不足する

【追加対策案】
・減速路面標示、右折レーンのカラー化
・路面標示追突注意

【全方向】

【右折時】

【直左折時】

【右折時】

追
突
注
意

Ａ部

補足資料③（対策後の事故発生状況と追加対策案）

参考－１ ③国道１号／茅ヶ崎駅前交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ



箇所概要と対策立案

参考－１ ④国道16号／大野台小交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ

国道16号

大野台小交差点
相模原市 （23.611kp）
事故危険区間リスト 83140013（14-106196K）

16
おおのだいしょう

追突事故：見通しの良い直線区間により、走行速度が超過傾向。
→前方車の確認遅れ、前方不注意を招き、追突事故が発生。
【対策方針】車両の速度抑制、注意喚起
【対策内容】減速路面標示、薄層カラー舗装

平面線形：直線区間に位置する交差点
縦断線形：ほぼ水平
車線数：片側2車線（4車線道路）

専用車線：八王子市側：右折専用・左折専用
大和市側：右折専用

照明施設：連続照明設置区間

信号現示：右直分離式
規制速度：50km/h
交通量：約44,000台／日(H22センサス)

沿道施設：駅、商業施設、学校等が
建ち並ぶ

N

至

八
王
子
市

至

大
和
市

大野台小交差点

下り線：追突事故：21件／4年

上り線：追突事故：19件／4年

（C）Google,（C）2012 ZENRIN
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沿道施設 GoogleGoogle EarthEarth

【対策】減速路面標示 【対策】カラー舗装 【対策】カラー舗装 【対策】減速路面標示

■箇所概要■箇所概要

■着目事故類型と要因分析・対策立案■着目事故類型と要因分析・対策立案



対策後１年間の事故発生状況

全体事故件数：死傷事故件数・・・87件／4年→44件／4年に減少（49.4％減）
着目事故件数：追突事故件数・・・40件／4年→24件／4年に減少（40.0％減）

対策前：H18～H21 対策後：H23（4年換算）

16

N

至

八
王
子
市

至

大
和
市

大野台小交差点

下り線：追突事故：16件／4年換算

上り線：追突事故：8件／4年換算

下
り
線

沿道施設

対策後

薄層カラー舗装（施工済） 減速路面表示（施工済）

薄層カラー舗装（施工済）減速路面表示（施工済）

参考－１ ④国道16号／大野台小交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ

件／４年 事故内容別（上下計） 事故類型別（上下計）件／４年

上
り
線

事故類型別事故内容別

■方針：まだ１年間事故集計のため、引き続き経過観察、対策検討し、追加対策実施を調整・判断。

87件

44件

40件
24件

19件 8件

21件 16件

43件

16件

44件

28件

GoogleGoogle EarthEarth

■対策後１年間の事故の状況■対策後１年間の事故の状況

■対策後１年間の事故発生状況■対策後１年間の事故発生状況

対策前：H18～H21 対策後：H23（4年換算）



N

至

八
王
子
市

至

大
和
市

大野台小交差点

下り線：追突事故：21件／4年

上り線：追突事故：19件／4年

沿道施設

至

八
王
子
市

至

大
和
市

大野台小交差点

上り線：追突事故：8件／4年換算

沿道施設

減速路面表示（施工済）

薄層カラー舗装（施工済）減速路面表示（施工済）

N

17

対策後１年間の事故発生状況

○事故発生状況

○事故発生状況

下り線は減速路面標示、薄層舗装を設置したが、追突事故の減少率は低い（減少率23.8％）
その理由は、事故は交差点付近だけでなく、沿道施設出入口など広範囲に発生

追加対策案の検討⇒案）・カラー舗装の延伸（沿道施設出入口まで）
・「追突注意」路面表示

上り線は減速路面標示、薄層舗装の設置により
追突事故が減少⇒経過観察

対策前

対策後

下り線：追突事故：16件／4年換算

薄層カラー舗装（施工済）

参考－１ ④国道16号／大野台小交差点 ※対策後１年データによるケーススタディ

GoogleGoogle EarthEarth

GoogleGoogle EarthEarth

【追加対策案】※イメージ
路面標示「追突注意」



参考－２ 早期対策効果確認事例等

・国道16号 横須賀市本町３丁目交差点

・民間プローブカーデータとは・・・

・国道16号 横須賀市本町３丁目交差点

・民間プローブカーデータとは・・・

18



参考－２ 国道１6号／横須賀市本町３丁目交差点 ※交通挙動による対策効果検証

①京急汐入駅や大規模商業施設が多いため、進路変更する車両が多く、右左折レーンが設置されて
いるが、交差点形状が複雑であるため、本線上での急な減速・車線変更を招き、交差点前後区間
で追突事故が多発している。

②また、横浜方面からは陸橋の下り勾配となっており、速度が出やすい。

国道16号

本町三丁目交差点
横須賀市 （8.60kp）
事故危険箇所（H20指定） 14-105580K

■事故の発生状況■事故の発生状況

至

観
音
崎

至

横
浜

本町三丁目交差点

16

図面に記載は
平成１７～２０年

発生事故

追突事故（9件/4年）

追突事故（6件/4年）

至

観
音
崎

至

横
浜

凡例
：追突事故

至 横浜

至 観音崎

下
り線

上り線

ほんちょう

• 国道16号において、今年7月に施工した事故対策の前後で、ビデオ撮影による
車線変更位置および民間プローブ調査を活用した対策効果検証を行いました。

• 早期対策効果確認の事例として紹介します。

（C）2012 Google
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対策実施内容の紹介

④案内標識

交差点付近での急な車両錯綜低減対策

H24年6月
事故対策工事実施

対策前
（追突事故多発）

対策後

国道１６号本町３丁目交差点

至横浜

至
浦
賀

至横浜

至
浦
賀

①本線車両の速度を抑制するために

「減速路面標示」 を設置。

②注意を喚起するために、

「路面標示（追突注意）」

③交差点前後で交通錯綜を抑制す

るめに案内標識と路面標示の「行き先案
内との連携したカラー化」

■対策実施■対策実施

交差点付近での接近速度抑制対策

①減速路面標示
（ドットライン）

②追突注意標示
（路面標示）

③路面カラー
（方面別路面標示）

④路面カラーに合わせた
案内標識（下りのみ）

20

参考－２ 国道１6号／横須賀市本町３丁目交差点 ※交通挙動による対策効果検証



整備効果検証結果の紹介（①車線変更回数の変化）

◆交差点直近での迷い交通削減効果

国道１６号、本町山中有料道路（横浜方

面）への迷い交通減少に効果を発揮

下り方面の交差点流出部での車線変更回

数が減少（３割減）

■対策の整備効果（その１）■対策の整備効果（その１）

交差点流出部の車線変更回数

◆分析対象時間帯・・・
AM7:00～AM10:00
→朝ピーク時間帯3時間を対象

交差点流入部の車線変更回数

流入部

至
浦
賀

至
横
浜

商業施設
（ショッパーズプラザ横須賀）

至汐入駅

対策前に比べ

車線変更回数
３割減

路面カラーや案内標識
により、錯綜車両が減少

対策前に比べ

より手前で
車線変更する
車は増加

14
26

0
10
20
30
40
50
60

【対策前】 【対策後】

55
39

0
10
20
30
40
50
60

【対策前】 【対策後】

◆分析対象時間帯・・・
AM7:00～AM10:00
→朝ピーク時間帯3時間を対象

④案内標識

③路面カラー

55
39

14 26

（回/3H） （回/3H）

③
②
①

横浜横須賀道路
本町山中有料道路

国道16号横浜・川崎

①②：第１・第２レーン

③：第３レーン 流出部

各レーンと行先

③路面カラー

③
②
①

効果の
検証方法

【調査実施日】
対策前：H24.5.29（火）
対策後：H24.7.11（水）

対策前後での交差点付近の車線変更回数の比較※

※以下のケースを計測対象とした
①流入側、流出側ともに第２レーンおよび第３レーン
間を移行する車両
②計測対象車両は、AM7:00～AM10:00間に走行し
た全車両
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参考－２ 国道１6号／横須賀市本町３丁目交差点 ※交通挙動による対策効果検証



整備効果検証結果の紹介（②平均速度、速度ランクの変化：前後１ヶ月）

■対策の整備効果（その２）■対策の整備効果（その２）

効果の
検証方法

対策前後での交差点付近の平均速度、速度ランク

を比較※
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参考－２ 国道１6号／横須賀市本町３丁目交差点 ※交通挙動による対策効果検証

至
浦
賀

至
横
浜

商業施設
（ショッパーズプラザ横須賀）

至汐入駅

上り

本町三丁目交差点

下り

2.7km/h減 1.5km/h減

速度40km/h
以上の構成比

24% 25%

12% 13%
7%

9%
8%

8%
9% 7%5%

8%8%
9%7%
6%8%
7%

13% 8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2012.5
対策前

2012.7
対策後

速度帯の変化（上り流入車線）・昼

50～

～50

～45

～40

～35

～30

～25

～20

～15

～10

28％ 21％
7%減

Km/h

9% 8%
6% 8%
5% 5%
4% 4%
4% 5%
8% 10%
13%

15%

29% 24%

7% 11%
15% 10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2012.5
対策前

2012.7
対策後

速度帯の変化（下り流入車線）・昼

50～

～50

～45

～40

～35

～30

～25

～20

～15

～10

51％
45％

6%減

Km/h
速度40km/h
以上の構成比

上り流入

対策前 対策後 低減量

平均速度 29.3 26.6 ▲ 2.7

下り流入

対策前 対策後 低減量

平均速度 36.6 35.1 ▲ 1.5

◆検証データ
対策前（201205）、対策後（201207）の１カ月間の民間プローブ
走行車両の通過速度をもとに算定

◆検証方法

対策前後の平日（対策前21日間、対策後22日間）、昼間（7～16時）
時に着目した「対象車の平均速度」、「速度ランクの構成比率」を対比し、
速度の抑制（低減）効果を確認

◆交差点付近の速度抑制効果

減速ドットマーク等により、速度の高
い車両の速度抑制に効果を発揮

規制速度40km/hを超過する車両が減

少（上り７％減、下り6％減）

対策前後１カ月比較



整備効果検証結果の紹介（③平均速度、速度ランクの変化：前後１年）

■対策の整備効果（その３）■対策の整備効果（その３）

効果の
検証方法

対策前後での交差点付近の平均速度、速度ランク

を比較※
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参考－２ 国道１6号／横須賀市本町３丁目交差点 ※交通挙動による対策効果検証

◆検証データ
対策前（201107）、対策後（201207）の１カ月間の民間プローブ
走行車両の通過速度をもとに算定

◆検証方法

対策前後の平日（対策前後とも22日間）、昼間（7～16時）時に着目した
「対象車の平均速度」、「速度ランクの構成比率」を対比し、速度の抑制
（低減）効果を確認

◆交差点付近の速度抑制効果

減速ドットマーク等により、速度の高
い車両の速度抑制に効果を発揮

規制速度40km/hを超過する車両が減

少（上り2％減、下り10％減）

至
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商業施設
（ショッパーズプラザ横須賀）

至汐入駅

本町三丁目交差点
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1.9km/h減 3.8km/h減

上り流入

対策前 対策後 低減量

平均速度 28.5 26.6 ▲ 1.9

下り流入

対策前 対策後 低減量

平均速度 38.9 35.1 ▲ 3.8
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・車両に設置されたカーナビ等から数秒単位の位置情報を取得し、区間（リンク）の通過時間から平均
旅行速度を算出します。

・調査車両では不可能であった、広範囲かつ常時の旅行速度の取得が可能となりました。

・ただし、サンプル調査であるため、必ずしも全ての道路・全ての時間のデータがあるわけではありません。

画像出典： http://www.honda.co.jp/internavi/about/

参考－２ 民間プローブカーデータとは・・・



参考－３．自転車空間整備の取り組み紹介

①横浜市高島台（みなとみらい）自転車専用通行帯設置事例

②京急川崎駅周辺における自転車道社会実験事例

①横浜市高島台（みなとみらい）自転車専用通行帯設置事例

②京急川崎駅周辺における自転車道社会実験事例
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参考－３ ①横浜市高島台（みなとみらい）自転車専用通行帯設置事例

横浜市の取り組み事例

26

市道高島台295号線自転車専用通行帯設置工事

○工事箇所：横浜市西区みなとみらい一丁目１番地先から中区新港二丁目８番地先まで
○施工延長：４００ｍ×２（上下線）
○施工時期：平成２４年８月から平成２４年１０月
○施工内容：溶融噴射式路面カラー塗装工２０５ｍ２

案内図 自転車レーン路面標示例

計画断面図

施工前 施工後

効果測定について

当該区間について交通量調査を施工前後に実施
しました。その結果は下記のとおりです。

施工前：自転車の車道利用率 ２９．６％
施工後：自転車の自転車レーン利用率 ４８．４％

自転車の車道（自転車レーン）利用率が１８．８％
上昇しました。
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GoogleGoogle EarthEarth

川崎市 京急川崎駅周辺における自転車等の安全な通行空間創出の社会実験事例

● 社会実験の概要● 社会実験の概要

27

実施
期間

平成24年11月14日（水）～27日（火）終日
（ただしルール遵守に向けた周知・啓発活動は7時～

19時）

実験
概要

《自転車道の整備》

４車線から２車線に車線を削減することにより、車道
の両側に自転車道を整備した上で、一方通行規制を実
施

《自転車走行ルールの周知》

自転車の走行ルールを周知するため、誘導員による
呼びかけを実施
川崎駅東口周辺地区で継続的に行っている『「自転

車押歩き」推進キャンペーン』とも連携して取り組み

《押歩きエリアの拡充》

自転車の押歩きを推進し、歩行者の安全を確保

・一方通行化された自転車道

・自転車の押し歩きゾーン

実施主体：川崎市・神奈川県警察

県道川﨑府中 JR線高架下周辺

京急川崎駅周辺地区

京急川崎駅周辺の歩道

市
役

所
通

り

JRJR川崎駅東口川崎駅東口

京急川崎駅京急川崎駅

県
道
川
﨑
府
中

DICEDICE

ソリッドスクエアソリッドスクエア

ラゾーナラゾーナ

・安全が確保された自転車空間

幸町交差点

参考－３ ②京急川崎駅周辺における自転車道社会実験事例



自転車の専用道 川崎市で実験開始

28

朝 日 新 聞（13版）朝刊
33面 地方面（横浜）

平成24年11月15日（木）

参考－３ ②京急川崎駅周辺における自転車道社会実験事例



参考－４ 通学路・生活道路の交通安全取り組み事例

①横浜市・横須賀市ゾーン３０対策の取り組み事例

②横須賀市ゾーン３０対策の取り組み事例

①横浜市・横須賀市ゾーン３０対策の取り組み事例

②横須賀市ゾーン３０対策の取り組み事例
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神奈川県内で実施した対策事例の紹介（①ゾーン３０対策）

30

朝 日 新 聞
平成24年10月14日（日）

参考－４ ①横浜市・横須賀市ゾーン３０対策の取り組み事例



神奈川県内で実施した対策事例の紹介（②ゾーン３０対策）

31

朝 日 新 聞
平成24年11月1日（木）

参考－４ ②横須賀市ゾーン３０対策の取り組み事例
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